
宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）について

都市計画課 宅地開発・盛土指導G

愛媛県のホームページ

※松山市は令和６年１０月１日から開始
しました。



宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）の背景・概要
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愛媛県土砂条例の概要
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①スキマのない規制（規制区域・許可対象の規模）
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規制区域＝宅造区域＋特盛区域
愛媛県では行政区域全域（土砂条例と同様）

土砂条例の許可対象は
3,000m2以上

国土交通省の資料より

国土交通省の資料より



①スキマのない規制_盛土規制法に基づく規制区域（松山市は市が指定）

行政区域全域が規制区域
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https://webgis.alandis.jp/ehimemorido38p/portal/

＜規制区域の詳細＞
えひめ都市計画・盛土等情報マップ（GIS）

宅造区域と特盛区域の境界
平地部：道路や河川等の地形地物で設定
山地部：人家に近接する土地と重複する

小渓流の尾根で設定

https://webgis.alandis.jp/ehimemorido38p/portal/


①スキマのない規制（許可の義務及び許可不要工事）
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法15条2項
法34条2項



②盛土等の安全性の確保
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②盛土等の安全性の確保（届出・許可・報告の対象規模）

7
※特盛区域の届出について、開発許可を受けた場合は届出したものとみなされるため、手続き不要（法27条5項）
であるが、標識の掲示は必要（法49条）



③責任の所在の明確化・④実効性のある罰則の措置
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許可申請から工事の完了までの流れ

9

国土交通省の資料より

中間検査【特定工程】
（政令24条1項）
暗渠排水管を設置する工事
特定工程がない場合は中間
検査不要

・工事休止期間も報告必要
・許可日から３ヶ月以内に
完了する場合は報告不要

窓口へ事前相談
許可又は届出の要否等

（標準処理期間に含まない）

他法令の許可見込みを確認
（同日付け許可は不要）



盛土規制法に基づく申請の手引き及び技術基準
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宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）に基づく事務手続きの取り扱いを示したもの
（中核市の松山市は別途定めています）

手引き（公表用）

手続きに必要となる書類の
作成要領や様式等を示したもの
（全86ページ）

技術基準（公表用）

盛土等防災マニュアルの解説
(盛土等防災研究会編集・㈱ぎょうせい発行)

をもとに、重要なポイントを県とし
て定めたもの
（全43ページ）

＜手引き目次＞
１．宅地造成・特定盛土等又は
土石の堆積に関する工事許可の概要

２．許可権者

３．工事の技術的基準及び設計者資格

４．宅地造成・特定盛土等及び土石の
堆積に関する工事の許可申請等
（申請図書、留意事項、手数料など）

５．検査及び定期報告

６．宅地造成・特定盛土等及び
土石の堆積に関する工事の届出
（届出対象工事など）

７．許可申請・届出窓口担当部署

８．申請書等様式



盛土規制法の許可及び届出、手数料一覧表（手引きp2,p23）
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※届出は手数料不要

※変更許可の手数料
①変更前の面積に応じた金額の1/10
②縮小後の面積に応じた金額の1/10
③新たに編入する面積に応じた金額
④その他の変更10,000円

変更許可申請にあたっては、変更前後
（見え消し）が分かるようにしてくださ
い。
なお、工事主等の氏名若しくは名称又は
住所の変更、着手予定日又は工事完了予
定日の変更は、「軽微な変更」となり、
変更許可は不要ですが、変更の届出は必
要です。

※県証紙による納付

新規の場合

（円）

盛土・切土をする土地の面積 宅地造成・特定盛土等 土石の堆積

500m2以内 17,000 13,000

500m2超え1,000m2以内 26,000 15,000

1,000m2超え2,000m2以内 36,000 17,000

2,000m2超え3,000m2以内 51,000 20,000

3,000m2超え5,000m2以内 62,000 27,000

5,000m2超え10,000m2以内 82,000 30,000

10,000m2超え20,000m2以内 130,000 35,000

20,000m2超え40,000m2以内 190,000 47,000

40,000m2超え70,000m2以内 310,000 62,000

70,000m2超え100,000m2以内 440,000 91,000

100,000m2超え(10ha超え) 570,000 110,000

盛土規制法に基づく許可申請手数料

許可の標準処理期間
宅地造成・
特定盛土等の場合：３０日
土石の堆積の場合：１４日
----------------------------
書類が揃った段階で受付して
処理に要する期間であり、
事前相談等の期間は含みません。

※5/23の区域指定前に
着手している場合の届出

※特盛区域における届出

※新規許可



盛土規制法の許可及び届出対象面積の算定方法（手引きp6）
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＜宅造区域と特盛区域にまたがる場合＞
①宅造区域が許可要件に該当⇒全体について、法12条(宅造)の許可対象
②全体が特盛区域の許可要件に該当⇒全体について、法30条（特盛）の許可対象
③全体が特盛区域の届出要件に該当⇒全体について、法27条の届出対象

※切盛土又は土石の堆積を行う部分の面積が手数料の額を判定する面積となります



土石（土砂若しくは岩石）の堆積の定義（手引きp1）
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国土交通省の資料より



廃棄物処理法との関係（建設廃棄物を土または石と同等にした場合）
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・廃棄物と土石の混じったものをふるい機等で分別処理するためであっても、 中間処分業を
行う際に廃棄物を保管するための施設等、事業の用に供する施設以外の場所において保管する
場合
・廃棄物と土石の混じったものをふるい機等で分別処理した後に生じる、 廃棄物と分けられ
た土石の堆積を行う場合
・中間処分業を行う際に廃棄物を保管するための施設等、事業の用に供する施設において行
われる廃棄物と土石の混じったものの 保管であっても、廃棄物の処理の一連の工程に含まれ
ないと判断される場合

「廃棄物処理法第７条第６項の許可を受けた者等が行う当該許可等に係る工事」に該当すれば
盛土規制法の許可等は不要です。（廃棄物処理法で適切に対応）
なお、以下のイメージ図の「×」の場合は、許可又は届出対象規模であれば手続きが必要です。

許可又は届出が必要な場合

国土交通省の資料より



都市計画法（開発許可）との関係 （手引きp8）
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（注）面積要件のみによる整理

事前相談で、形の変更を伴う開発行為に該当
するか確認

都市計画法または盛土規制法
災害の防止（構造等審査）

土砂条例（3,000m2以上）

環境の保全（土壌・水質検査）

（注）みなし許可の場合、盛土規制法の技術基準、標識の掲示必要。一定規模を超える場合は中間検査及び定期報告が必要。

国土交通省の資料より



みなし許可（形の変更）の場合に適用される規定
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国土交通省の資料より



建築基準法（建築確認）との関係 （手引きp9）

①建築物を建築する場合で、盛土・切
土を伴う場合は、盛土規制法の許可又
は届出の要否を確認し、先に盛土規制
法の許可又は届出をしてください。
（建築基準法施行令第９条第９号）
※盛土規制法に基づく許可証等の写しを添付

②盛土規制法の許可を受けた擁壁は、
改めて「工作物の建築確認」を受ける
必要はありません。
（建築基準法第88条第４項）

③建築基準法第42条第５号に基づく道
路位置指定において、盛土・切土を伴
う場合は、盛土規制法に基づく許可が
必要となる場合があります。

＜建築確認について＞
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県ホームページ（建築住宅課）に掲載



土石の堆積における工事現場及びその付近の考え方（手引きp5）
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※主任技術者兼務
範囲の10km以内

盛土規制法の対象外となる行為

工事現場及び現場付近での土石の堆積

工事現場やその付近で一時的に土石を仮置きする
ものは、工事で一体的に安全管理することを
前提に、盛土規制法の許可は不要
（仮置きは工事期間中が原則）

＜以下の条件が必要＞
①請負契約書や工事施工計画書等において、工事
現場として位置付けられた土地であること
②本体工事と一体的に安全管理が可能な範囲であ
ること（主任技術者兼務、10km以内のもの）

③仮置き場等に看板を設置すること

※土砂受け入れ地の設置に係る工事主が許可を申請
※土石の堆積に係る許可申請の工事期間は最長で５年
以内（継続する場合は、変更許可が必要）
※堆積を複数に分けて行う場合、全体が対象規模を超
える場合は許可が必要



資源有効利用促進法（建設発生土）について
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国土交通省の資料より



盛土規制法に関係するガイドライン等について

国土交通省の資料より
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盛土等防災マニュアルの改正概要と技術基準について（手引きp11）
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国土交通省の資料より



盛土等防災マニュアルの改正概要と技術基準について（土石の堆積）
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国土交通省の資料より



許可申請にあたり必要な書類（手引きp14～20）
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＜宅地造成、特定盛土の場合＞

・許可申請書
・擁壁の構造計算書 ・盛土の安定計算書 ・設計者資格 ・状況写真
・申請者の証明書類 ・資金計画書 ・工事施工者能力に関する書類 ・所有者等の同意書
・住民周知資料 ・許認可等の写し ・委任状 ・土地 建物登記事項証明書
・大臣認定擁壁 ・誓約書 ・その他書類
＜図面＞
・位置図 ・地形図 ・平面図 ・断面図 ・排水施設の断面図
・擁壁（崖面崩壊防止施設）の断面図 ・擁壁（崖面崩壊防止施設）の背面図
・公図の写し ・現況図 ・排水施設構造図 ・防災計画平面図及び構造図 ・丈量図

＜土石の堆積の場合＞

・許可申請書 ・土石の堆積の崩壊防止が適切か証する書類 ・設計者資格 ・状況写真
・申請者の証明書類 ・資金計画書 ・工事施工者能力に関する書類 ・所有者等の同意書
・住民周知資料 ・許認可等の写し ・委任状 ・土地 建物登記事項証明書
・大臣認定擁壁 ・誓約書 ・その他書類
＜図面＞
・位置図 ・地形図 ・平面図 ・断面図 ・擁壁の断面図
・公図の写し ・現況図 ・排水施設構造図 ・丈量図 ・擁壁の構造計算書

※すべて掲載しており、備考欄に該当する場合に提出が必要です。
※正本１部・副本１部を提出（副本は許可証とあわせて返却）

※図面に明示すべき事項
方位・土地境界線、盛土（緑色）、切土（黄色）、擁壁、排水施設等



宅地造成又は特定盛土等に関する許可申請書の記入例
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記入例

※地番すべて記載
※切盛土のない範囲も含めた総面積

※切盛土する面積（手数料の判定）

※主たる
登記地目を記載



宅地造成又は特定盛土等に関する許可申請書の記入例
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記入例

※渓流の範囲が
不明な場合は、
許可権者に相談

※他法令の許可等
（予定を含む）状況
をすべて記載



宅地造成又は特定盛土等に関する許可申請書の作成例
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記入例 ＜主な必要書類＞
①申請書
②構造計算書（擁壁等を設置する場合、
渓流等で盛土する場合は、盛土の安定計算書）

③設計者資格証明書（5m超の擁壁等）

④資力・信用に関する書類
⑤土地に関する書類
⑥申請箇所の写真
⑦周辺住民への周知書類
⑧図面
位置図(1/10,000以上)
地形図(1/2,500以上)
平面図、断面図(1/500以上)
構造図(1/50以上)等



設計者資格に関する書類（手引きp12）
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※該当する資格要件により、
卒業証明書、実務経験証明書、
資格証明書のいずれかを添付



資力及び信用に関する書類（手引きp15～17から抜粋）
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＜法人の場合＞
・商業登記を参照して、全ての項目
について記入してください。
・役員について、取締役は全員記入
してください。
・法人税、法人事業税の納税証明書
の添付が必要です。

＜収入＞
・⾃⼰資⾦や借入⾦は、その事実を証明
する書類を添付してください。
（証明書の発⾏⽇付は申請⽇より３か⽉以内）

・資⾦借入又は融資証明書には、申請に
係るための融資等であることを明記して
ください。



工事施工者の能力に関する書類（手引きp16・フロー図追加）
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＜法人の場合＞
・商業登記を参照して、全ての
項目について記入してください。
・本工事に係る技術者全員記入
してください。
・法人税、法人事業税の納税証
明書の添付が必要です。



土地所有者等の同意書類及び工事主の誓約書（手引きp16）
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＜権利者の同意＞
・権利を有する者の同意を取得してください。
（複数枚となっても構いません）
・権利者の印鑑登録証明書又は印鑑証明書の添付をお願いしま
す。（同意年⽉⽇前後３か⽉以内）

・同意は、相続人すべて必要です。
（相続関係を証明する書類を添付）
・抵当権、先取特権等の担保物権については、土地の使用収益
に支障のある権利ではなく、同意の対象外です。
・建築物又は工作物のみに係る権利者（賃貸住宅の賃借人等）
の同意は不要です。

・申請者が法人の場合、役員を全員記入してください。
役員とは、会社法上の役員のうちの取締役など、法人の業務を執行す

る者・事業について決定権を持つ者です。
記入欄が⾜りない場合は、別に一覧表を作成ください。

＜氏名の自署＞
・申請者が法人の場合、記名押印でも構いません。
その場合は、法人代表社印を押印してください。

【誓約書】
〇細則様式
・法に違反していない旨等の誓約書
・暴力団等に該当しない旨の誓約書



住民への周知方法（手引きp13）
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＜周知の範囲＞
・手引きの考え方を示していますが、盛土等の規模や地形等から判断される影響の範囲としてください。
・住民とは、実際に工事の周辺地域に居住している者です。



規制開始時点で施工中で届出が必要となる工事の規模（手引きp29）
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※規制開始日より原則２１日以内に届出が必要
※500m2超であっても、最大高さが30cmを超えない場合は、届出不要

正本１部（管理課において収受印を押印した写しを返却）

・届出書 ・委任状（代理人による手続きの場合）全ての届出で必要

・写真・位置図・地形図・平面図・住民票の写し等 青枠届出で必要



特盛区域で届出が必要となる工事（手引きp30～32）
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正本１部（管理課において収受印を押印した写しを返却）

・届出書 ・委任状（代理人による手続きの場合）

・写真・位置図・地形図・平面図・住民票の写し等

※工事に着手する３０日前に届出が必要（除却工事は１４日以内）
※500m2超であっても、最大高さが30cmを超えない場合は、届出不要



標識の掲示及び着手届（手引きp24）

34

【対象】許可を受けた工事又は届出をした工事
【掲示・提出タイミング】工事着手前
【許可の場合必要書類】着手届、標識の掲示状況写真、工事の工程計画書

※都市計画法に基づく開発許可によるみなし許可となる場合も標識掲示が必要



盛土規制法の許可申請・届出窓口について（手引きp33）
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盛土規制法に係る事前相談について

36

※県ホームページに掲載
各担当部署へお問い合わせください
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